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7７ 

〔書評〕

クームズ，サビオッティ，ウオルシュ（竹内啓，広松毅監訳）

「技術革新の経済学」

寿柳沼

nge)」という言葉をあえて使っているのも，経

済学における「技術進歩（TechnologicalProgr-

ess)」論との差を意識した結果と理解できる。

１ 

今日の経済社会における技術の重要性について

はいうを待たない。経済学の分野において技術の

問題は，アダム・スミスが分業の利益を見いだし

て以来重要な関心の対象であり続けてきたといっ

てもよい。しかしながら，多くは技術変化を外生

的なものと考え，それが労働や生活に与える影響，

特にマイナス面，に主たる関心が集中し，技術変

化がいかに発生し，どのような過程を経て普及し，

社会・経済に影響をもたらすかを体系的，内生的

に説明しようとする努力が比較的少なかった。そ

うした中で技術進歩論に大きなインパクトを与え

た先駆者として，シュムペーターをあげなければ

ならない。彼の「技術革新（innovation)」の概

念とそれが生起するための条件に関しては，今日

に至るまで様々な理論的展開や実証的分析が行わ

れるに至った基本的仮説として定着している。こ

うしてシュムペーター仮説が企業レベルでミクロ

的理論と実証の両面で深化させられる一方，1960

年代にソローを中心とするＴＦＰ（TotalFactor

Productivity-全要素生産性-）の計測や，それと

前後して発展した生産関数の理論と成長理論はマ

クロレベルの技術進歩理論とその実証分析を促進

させてきた。

近年のエレクトロニクスを中心とする技術革新

の急進展は，その社会的・経済的影響の大きさの

故に，技術進歩というものをこれまでのような経

済理論という枠の中だけでなく改めて包括的に把

握する必要性に迫られているといえよう。

本書は，こうした問題意識をふまえ，技術革新

の問題を包括的に論じようとするもので，一応経

済学的視点を軸とはしているものの，経済学，企

業組織論，社会学，政治学，等幅広い観点を含み

ながら「技術変化」を取り上げているところに大

きな特徴がある。「技術変化（TechnologicalCha‐

２ 

本書は大きく分けると三部から構成されている。

第一部は，「技術イノベーションと企業」となっ

ており，新古典派の企業理論を紹介した上で企業

内における研究開発活動資金の配分とその活動組

織について論じている。

新古典派の技術進歩に関する議論としては，中

立的技術進歩が紹介されているが，ここでは「ヒッ

クスの意味での中立的技術進歩」が取り上げられ

ているだけである。基本的なハロッド，およびソ

ローの意味での中立的技術進歩について触れられ

るところがないのは，技術の問題を経済理論の枠

組みで論ずるのであれば物足りない印象を与える。

また，技術進歩における中立性を，生産関数にお

ける「規模に関する収穫一定」と混同しているふ

しがあるのも残念である。

新古典派の企業理論が，非常にatomisticな存

在として企業をみているとの指摘はその通りであ

る。従って，企業の内部組織構造や，経営者の行

動が技術変化といかに関連しているかを論ずる必

要がある事は確かであろう。本書では，経営資源

と調整費用（ペンローズ)，取引費用（ウィリア

ムソン)，行動科学（サイモン，マーチ)，および

企業構造に関する歴史的アプローチ（チャンドラー）

の議論が紹介されている。ただし，これらの議論

が研究開発活動のあり方とどう関わっているのか，

今ひとつ明確ではない。いわゆる「日本的経営」

論の中で，日本企業における研究開発活動の仕組

みを描象化した青木昌彦等の試みの方がより明確

で，発展的であるように見える（青木昌彦(1989))。

おそらく議論としても，実りが多いと思われる
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のは，技術の変化方向と企業内の技術資源の関係

であろう。これは，ペンローズとローゼンバーグ

の考えをつなげる事によって可能となるのである

が，企業の多角化と経営資源の関連を論じた伊丹

他（伊丹他（1981)）の論点に非常に近づいてい

く事になるのであろう。

企業の研究開発支出がどのような要因によって

決定されているか，また研究開発活動に対する評

価をどう行うべきか，およびその活動組織のあり

方について，本書は企業内部で実際に行われてい

ると報告されている方法を取り上げている。しか

しながら，それらは経済学的にはあまり合理性の

ない基準に基づいている事が多く，本書の立場か

らはもう少し批判的な姿勢があってもよかったの

ではないかと考えられる。また，特に企業の研究

開発支出決定の問題が，市場構造や，他企業との

戦略的関係など，産業組織論的な観点から扱われ

ていないのも問題といえるかも知れない。近年こ

の分野での分析の進展も著しいだけに残念である

(PDasguptaO986))。

よって表される事が多い。しかし，普及の過程は

そうしたモデルで示されるような機械的なもので

はなく，やはり経済的要因に基づいた過程である

とみなすべきである。本書においてメットカーフ

の理論が紹介されているのは，やや数学的すぎる

きらいはあるが，適切であるといえる。

長期循環の理論についてはあまり知見を有して

いないが，技術革新・普及段階においてある種の

集団化が生じ，これが長期循環を引き起こす要因

となる，との論点自体は理解できる。但し，モデ

ルの明確化，予測可能性，実証手続き，等の面か

ら今後一層の精繊化が必要であろう。

４ 

第三部は「技術イノベーションの政治的・社会

的側面」と題されて，政府の介入，技術の振興と

コントロール，非政府組織の役割，が論じられる。

政府の介入には，税制などの貨幣的介入と直接規

制があるが，本書においては直接規制の方がしば

しば安上がりである，として後者のタイプの介入

が多い論拠としている。

政府による介入の典型的な例として技術振興策

がある。本書においても，イギリスの労働党政権・

保守党政権における政策を例をあげて説明してい

る。一方で，技術が当初の意図に反して経済・社

会に大きな影響を及ぼす事があるのは事実である。

それらを排除するためには，技術の方向・あり方

をいかにコントロールするか，という問題を論じ

なければならない。このコントロールが有効に行

える条件として，法律契約履行等に関する制度・

組織，影響評価のための制度・組織，危険を検出・

予測する技術・疫学・生態学，等の整備の必要性

を，アスベスト，サリドマイド禍，超音速機，等

の例をあげて指摘している。

更に，そうしたコントロールが，一般大衆（世

論，直接参加)，公的機関（例えばアメリカのＯ

ＴＡ)，労働組合，消費者運動などの各種圧力団

体，専門家集団などによって影響される事を述べ

ている。しかも，多くの問題に関するこれらのグ

ループの活動は，実は「客観的知識」に収数する

よりも「技術選択を巡る政治プロセス」という性

格を持つとみられるのである。そのような政治性

を帯びる事を了解しながらも，あえてこのような

３ 

第二部は，「技術イノベーションの経済分析」

で，技術革新に関する理論の紹介を行っている。

まず，「需要プル」と「技術プッシュ」が対比さ

せて論じられ，ついで経済成長・貿易等への影響

が，最後に長期循環（コンドラティエフの長期波

動）の問題が取り上げられている。

技術革新の理論としての技術プッシュ説はシュ

ムペーターによるもので，企業家の革新的なアイ

ディアが経済発展の原動力になる，という考えで

ある。これに対して各種のニーズが技術革新をも

たらすというシュムークラーの需要プル説が存在

し，各種の分析からイノベーションプロセスにお

いては需要ないしニーズが最も重要な要因である

と結論づけられている。しかし，技術プッシュと

需要プルの両仮説が検定可能なレベルになるまで

充分整理されていると思えないので，果たしてこ

れで結論がでたといえるのか疑問が残る。

これに対して評価したいのは，技術革新の普及

過程についてその重要性を指摘し，かなりの力を

入れて論じている点である。技術革新の普及過程

はしばしば疫学モデル（ロジスティック曲線）に
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プロセスを受け入れようとする姿勢に賛意を表し

たい。技術の問題をトータルに捉えようとすると

き，必ずこうした過程が入り込んでくるが，この

部分をも「技術変化の経済学」の中に取り入れよ

うとする意欲のほどが感じられ，好感が持てる。

Ｂ・Blackwell

SComulka(1990)，T1heT/DCCのﾉq/TPC/moJogiCQJ

C/uarlgeandEboJnonrLicEco〃ｏｍｉｃＧｒｏｕﾉtｈ

Ｒｏｕｔｌｅｄｇｅ 

５ 

以上述べてきたように，本書は技術変化の過程

全体を関連ある学問分野の知識を総動員し包括的

に捉えようとしたもので，第一部と第二部に関し

ては内容的にやや問題が感じられるが，全体とし

てはその視野の広さと公平さに対し大いに敬意を

払うべきものと思う。このような立場は，経済理

論のフレームの中で技術進歩の問題をどれだけ拡

張できるかという試みに徹しているゴムルカ

(1990）などとは対照的であり，本書のように関

連分野を渉猟する事が，いわば「技術の社会経済

学」の確立に向けて新たな視点をもたらす）三J能性

をもつだけに貴重なものといえる。

最後に，技術の問題と関連して本書においても

取り上げて欲しかった点をあげておこう。例えば，

技術移転の問題がそれである。近年の先進各国に

おける技術革新の激しさに対して，発展途｣二国は

必ずしも充分な速度で追いついてきているとはい

えない。そもそもその速度はどのような要因によっ

て決まるのか，移転は具体的にどのように行われ

るか，何をすれば移転が促進できるのか，技術移

転の社会学・政治学等が論じられてもよかった。

特許や，既に指摘もしたがＲ＆Ｄ活動モデル，政

府と企業の研究開発活動の関係，等についても同

様であるが，本書の枠組みの中では無理な要求か

もしれない。なお，蛇足であるが，原文のせいか

全体的に訳文が日本語としてわかりにくいのが気

になった。
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